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１.はじめに 

L18の交絡を「3水準間の交互作用は,残りの3水
準の列に少しずつ部分的に交絡する」[1]と，また

第3列以降を用いれば「2列間の交互作用が別な列

の主効果としてのみかけ上振る舞う程度は小さく

リゾル―ションⅣが近似的に実現する.」[2]とする.
しかし設計現場では,空き列が最大効果になる事

例,割り付けた制御因子より大きい効果の空き列, 
割り付け列ごとに異なる要因効果を確認されてい

る.いくつかの交絡に関する現象解析をしたので

報告する. 
 

２ .空き列にみる交絡状況 

 Ｌ 18に対する宮川 [ 2 ]の因子間の交互作用の

主効果列への交絡解説は ,ともに「リゾルーシ

ョンⅣが近似的に成立するくらい小さい」とし,

問題ないという印象を与えていたが ,実施例で

は混乱する大きさがあった .簡単に確認できる

のは空き列効果である .図1,図2は空き列が最

大効果であり .図3では ,割り付け列以上に大き

い空き列が多数出ている .一般的には ,全列に

制御因子を割り付けるためにこの空き列に出

る効果は ,制御因子の効果に交絡するために交

絡が大きいと正しい水準を選択できない. 

解説と実際の違いをシンプルな事例で検証

することにし,図中の空き列を数値表示した . 
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図１ SMT最適化 [3] 

10

12

14

16

18

20

1112 212223 C1C2C3 D1D2D3 E1E2E3 F1 F2 F3 G1G2G3 818283

 
図2 BGA最適化 [4] 
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図3 ストロー最適化 [5] 

 
３.L18の2因子間の交絡の大きさ [6] 

2因子間の交絡解析は多数あるが宮川 [2]の分

類が一般的で ,これを表１に示す .ＡＢの2元配

置例 [6 ]を表2に示すが ,交互作用を徐々に大き

し表2の左上の無小中大で示す .実際にL18の2.

3列に割り付けた応答を表3に示す. 
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表1 因子間の交絡表 [2] 

 2列 3列 4列 5列 6列 7列 8列

2 3 - - 部 部 混 混 混

4 - 部 - 完 部 部 部

5 - 部 完 - 部 部 部

6 - 混 部 部 - 混 混

7 - 混 部 部 混 - 混

8 - 混 部 部 混 混 -

3 4 部 - - 部 部 部 部

5 部 - 部 - 部 部 部

6 準部 - 部 部 - 部 部

7 準部 - 部 部 部 - 部

8 準部 - 部 部 部 部 -

4 5 完 部 - - 部 部 部

6 部 部 - - 部 部

7 部 部 - 部 - 部

8 部 部 - 部 部 部 -

5 6 部 部 部 - - 部 部

7 部 部 部 - 部 - 部

8 部 部 部 - 部 部 -

6 7 準部 部 部 部 - - 部

8 準部 部 部 部 - 部 -

7 8 準部 部 部 部 部 - -

列間

 
 

交絡の最大の大きさ [2 ]は ,部分交絡で0-1/4,

完全交絡で0-1,混合交絡0-1/4,準部分交絡0-1

である. 

表2 2因子間の交互作用 

無 B1 B2 B3 項 変動 寄与率
A1 3 2.5 2 Ａ 6 80
A2 4 3.5 3 Ｂ 1.5 20
A3 5 4.5 4 Ａ×Ｂ 0 0
⼩ B1 B2 B3 項 変動 寄与率
A1 2.6 2.5 2.4 Ａ 6 52.17
A2 4.2 3.5 2.8 Ｂ 3.5 30.67
A3 6 4.5 3 Ａ×Ｂ 2 17.16
中 B1 B2 B3 項 変動 寄与率
A1 2.2 2.5 2.8 Ａ 6 36.1
A2 4.4 3.5 2.6 Ｂ 4.9 29.24
A3 6.6 4.5 2.4 Ａ×Ｂ 5.8 34.66
⼤ B1 B2 B3 項 変動 寄与率
A1 1.5 2.5 3.6 Ａ 5.4 23.39
A2 4.5 3.5 2.5 Ｂ 4.3 18.73
A3 7 4.5 1.8 Ａ×Ｂ 13 57.88
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また要因効果図を図4に示す. 

表3 割り付けと交互作用の大きさ 

No 1 Ａ Ｂ 4 5 6 7 8 無 小 中 大

1 1 1 1 1 1 1 1 1 3.0 2.6 2.2 1.5

2 1 1 2 2 2 2 2 2 2.5 2.5 2.5 2.5

3 1 1 3 3 3 3 3 3 2.0 2.4 2.8 3.6

4 1 2 1 1 2 2 3 3 4.0 4.2 4.4 4.5

5 1 2 2 2 3 3 1 1 3.5 3.5 3.5 3.5

6 1 2 3 3 1 1 2 2 3.0 2.8 2.6 2.5

7 1 3 1 2 1 3 2 3 5.0 6.0 6.6 7.0

8 1 3 2 3 2 1 3 1 4.5 4.5 4.5 4.5

9 1 3 3 1 3 2 1 2 4.0 3.0 2.4 1.8

10 2 1 1 3 3 2 2 1 3.0 2.6 2.2 1.5

11 2 1 2 1 1 3 3 2 2.5 2.5 2.5 2.5

12 2 1 3 2 2 1 1 3 2.0 2.4 2.8 3.6

13 2 2 1 2 3 1 3 2 4.0 4.2 4.4 4.5

14 2 2 2 3 1 2 1 3 3.5 3.5 3.5 3.5

15 2 2 3 1 2 3 2 1 3.0 2.8 2.6 2.5

16 2 3 1 3 2 3 1 2 5.0 6.0 6.6 7.0

17 2 3 2 1 3 1 2 3 4.5 4.5 4.5 4.5

18 2 3 3 2 1 2 3 1 4.0 3.0 2.4 1.8

交互作用の大きさＬ18割り付け
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図4 因子ＡＢの他列への交絡状況 

図４から他列(1,4,5,6,7,8)への交絡状況を確



 

 

認できる.この交絡状況から,田口・宮川の記載

とは異なった印象を受ける.（大）の8列は割り

付け列（Ａ）より大きい. 

他因子間に交絡があると ,割付列の位置の選

択で要因効果の傾向が変化すると想定できる .

図4は2因子間ABの交絡であるが ,実際に5因子

ABCDEのOTL回路の数値式最適化でこの列

位置の依存性を確認する.以下4節に示す. 

 
4. 多因⼦間の交絡と要因効果 
 研究対象とするOTL回路は,Subir Ghosh[7]の第
11章に記載されている.本章は,Wu,Mao,Maが担
当しており,ばらつき低減をOTL回路で検証して
いる. 図5にOTL回路を⽰す. 
 図5では外部の直流電源と交流波⼊⼒を省略
し,Vbe1=Vbe3=0.65V,Vbe2=0.74V,Ec=12Vと固
定している.数値解析（CAEシミュレーションに該
当）のモデルとし使⽤する.⽬標はVmで6Vする. 
 

 
図5 OTL回路と⽬標値[6V] 

 
4.1.OTL回路の関係式と因⼦[8] 

図3のOTL回路のVmを⽬標値6Vのとし構成因
⼦(素⼦)の関係式を下記に⽰す. 

 
Rb1,Rb2,Rf,Rc1,Rc2を抵抗,βを増幅率とする. 

この時の定数関係を以下に⽰す. 

Vb1=EC・Rb2/(Rb1+Rb2):Rc=Rc2+RL 
Vbe1=Vbe3=0.65V,Vbe2=0.74V,Ec=12V 

素⼦の設計範囲を下記の表4のようにする. 
 

表4 OTL回路の5因子 

因子

1 0.215 1 120.00 1 42.00 1 170.0 1 14

2 0.600 2 1200.00 2 420.00 2 1700.0 2 140

3 1.000 3 12000.00 3 4200.00 3 17000.0 3 1400

水準

Ａ：^Ｒｂ２ ／Ｒｂ１ Ｂ：Ｒｆ　  Ｃ：Ｒｃ２ Ｅ：βＤ：Ｒｃ１

 
 

4.2.L18への割り付け列の位置 

表4の5因子ABCDEの配列位置を示す. 

① ：23456 ②：24567 ③：25678 

④ ：34567 ⑤：35678 ⑥：45678 

結果を表5に示す.要因効果を図4に示す . 

 

表5 5因子ABCDEの配列位置  

23456 24567 25678 34567 35678 45678
① ② ③ ④ ⑤ ⑥

1 26.60 26.60 26.60 26.60 26.60 26.59
2 26.58 26.58 26.58 27.54 27.54 27.54
3 26.33 26.33 26.33 28.81 28.81 28.81
4 27.11 26.83 26.86 25.68 25.73 25.73
5 26.86 27.16 20.13 27.16 20.13 20.13
6 20.13 22.57 27.11 22.69 28.68 28.68
7 28.79 30.05 28.45 26.44 25.67 26.83
8 29.01 19.59 34.76 19.37 32.46 34.76
9 35.08 28.48 20.34 28.48 20.34 19.75
10 25.54 22.10 31.30 22.10 31.30 34.34
11 22.07 25.59 25.54 26.78 26.75 25.54
12 31.30 23.61 22.07 26.47 25.04 23.95
13 27.09 23.81 32.79 21.91 29.63 32.79
14 23.83 48.69 27.29 48.69 27.29 28.79
15 25.17 26.79 27.55 28.42 29.01 26.58
16 28.45 35.56 24.92 30.03 21.93 24.92
17 34.76 28.79 26.25 27.29 25.17 23.37
18 20.34 28.97 28.67 28.97 28.67 27.09

ABCDEのＬ18への配列
No

 
 

 図6の①-⑥を比較すると要因傾向が異なり ,

CEは同じだがABDで最良水準が異なる. 

目標値6V
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図6 5因子ABCDEの配列位置と要因効果  

 

5.結果とまとめ 

田口の｢3水準の交互作用は,残りの3水準の

列に少しずつ部分的に交絡する｣(以上原文),宮

川の｢｢交互作用は求めないものの ,交互作用の

存在が主効果の推定にバイアスを与えること

を避けたい」というResolutionⅣの配置を近似

的に実現するものになっている｣(以上原文) 

設計現場では,上記内容が成立していないよ

うに思える . 

１：2因子間の交互作用の他列への交絡  

 Ｌ18の因子ABを2・3列に割り付けの交互作

用を大きくすると空き列の効果も大きくなり ,

ついには空き列効果が最大になった.→図4 

２：要因効果の割付列の依存性  

OTL回路の数値例(5因子)シミュレーション

で列配置を変更して6組の最適化を実施した .

６組ごとに要因効果の傾向が異なり,3因子の

最良水準が異なっていた. →図6 

 

6.今後の活動 

 再現性に関する62％問題 [9]の解決を目指し

ながらノイズN1N2の反転問題と最適違い,因

子間の交絡問題を回避する方法をグローバル

に問いながら,数学的視点からも適切とされる

工学的な設計手段を構築したい. 
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